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１ 決算(見込)の概要 
 

 

決 算 額 比 較 表 
                                    （単位：百万円、％） 

 

区  分 

      

平成18年度 

①

      

平成17年度 

②

 

増減額 

 ③(①－②) 

 

増減率 

③／②×100

 

歳入総額 

Ａ 
3,018,700 3,035,167 ▲16,467 ▲0.5

 

歳出総額 

Ｂ 
2,936,231 2,956,494 ▲20,263 ▲0.7

 

形式収支 

Ａ－Ｂ 
82,469 78,673 3,796 4.8

 

翌年度への繰越事業 

充当財源       Ｃ 
26,288 26,446 ▲158 ▲0.6

 

実質収支 

Ａ－Ｂ－Ｃ 
56,182 52,228

 

 単年度収支 3,946 3,893
 

 実質単年度収支 1,991 ▲2,491
 

    （注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。 

      また、増減率は、千円単位で算出したものです。 

 

                                                                             

主 な 財 政 指 標 等 比 較 表 

 

         

区  分 

 

平成18年度 

①

 

平成17年度 

②

 

増 減 

 ③(①－②) 

 

増減率 

③／②×100

  

 
 

 

経常収支比率 
 （単純平均） 

％

87.3

％

88.1

ﾎﾟｲﾝﾄ 
 

▲0.8 

 減税補てん債及び臨時財政対策債を除く 91.8 94.0 ▲2.2 

 公債費負担比率 
（単純平均） 

11.5 11.0 0.5 

 実質公債費比率 
（単純平均） 

12.1 11.9 0.2 

 起債制限比率 
（単純平均） 

8.8 8.7 0.1 

 地方債現在高 
百万円

4,165,467

百万円

4,255,938

百万円 
 

▲90,471 

％

▲2.1

 財政調整基金残高 96,852 88,309 8,543 9.7

    （注１） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。 

        また、増減率は、千円単位で算出したものです。 

  （注２）  実質公債費比率及び起債制限比率は、３年間の平均値です。

33市町村の合計であり、市町村ごとに状況は

異なります。また、数値については見込みで

あり、今後変動する場合があります。 
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平成 18 年度 市町村普通会計決算（見込）のポイント 
 

○ 決算規模は、歳入・歳出とも３年連続の減少 
 ・ 地方税収は増加したものの、地方交付税や臨時財政対策債の大幅な減少などにより、歳入総額

は縮小。 

 ・ 投資的経費は補助事業費の増により増加したものの、義務的経費が減少するなど、歳出は引き

続き抑制基調。 

○ 実質収支、単年度収支とも黒字 

○ 経常収支比率、地方債現在高は、過去最高となった前年度を下回った 
 ・ 歳出は抑制基調にあり、人件費の削減等により義務的経費は減少したものの、歳出総額に占める義
務的経費の割合は引き続き増加しており、今後、財政の硬直化が懸念される状況。 

 

＜ 歳 入 ＞ （→４ページ） 

 

○ 地方税収は増加 
○ 歳入の推移 ・ 地方税収は、税制改正等により個人市町村

民税が２年連続の増加となり、さらに、法人

市町村民税も企業の業績回復等により４年連

続の増加となったことから、地方税全体で対

前年度比 2.6％増加。 

 

○ 地方交付税は大幅減少 
・ 地方交付税は、基準財政収入額の増加等に

より、対前年度比▲31.9％の大幅減となり、

６年連続の減少。 

 

○ 地方債発行額は３年連続の減少 
・ 地方債の発行額は、臨時財政対策債の大幅

な減少等により、対前年度比▲6.7％の減とな

り、３年連続の減少。 

 

＜ 歳 出 ＞ （→５～６ページ） 
○ 性質別歳出の推移  

○ 義務的経費は減少 
・ 扶助費は引き続き増加となったが､人件費 

は８年連続の減少となり､また、公債費も減少

となったため、義務的経費全体としては減少。

  しかし、歳出総額に占める義務的経費の割

合は 48.7％まで上昇。 

 

○ 投資的経費は 11 年ぶりの増加 
・ 投資的経費は、補助事業費の増により、平

成７年度以来 11 年ぶりに増加し、対前年度比

6.5％の増加。 
  

 
・義務的経費・・・支出が義務づけられ、任意に削減することが困難な経費（人件費、扶助費、公債費） 

・公債費・・・・・借入金である地方債の返済等に必要な経費 

・扶助費・・・・・社会保障の一環として生活困窮者や児童、高齢者などに支給する経費 

・投資的経費・・・道路や公園、学校等の社会資本の整備に支出される経費（普通建設事業費、災害復旧事業費） 

人件費

人件費

人件費

扶助費

扶助費

扶助費

公債費

公債費

公債費

その他の経費

その他の経費

その他の経費

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000

16年度

17年度

18年度

投資的経費義務的経費

（百万円）

地 方 税

地 方 税

地 方 税

その他の歳入

その他の歳入

その他の歳入

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000

16年度

17年度

18年度

地方債

（百万円）

地方交付税
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＜ 財政指標等 ＞ （→７～１０ページ） 

 

○ 経常収支比率、地方債現在高は過去最高となった前年度を下回った 
・ 地方公共団体の財政構造の弾力性を判断する指標である経常収支比率は 87.3％となり、過去最高

となった前年度の 88.1％から▲0.8 ポイント改善。 

・ 地方公共団体の借入金残高である地方債現在高も、過去最高となった前年度から▲2.1％減少。 

○ 公債費負担比率は過去最高を更新し、実質公債費比率は前年度を上回った 
・ 公債費による財政負担の度合いを判断する指標である公債費負担比率は、11.5％となり、過去最

高の平成16年度の11.4％を更新。 

・ 公債費や公営企業の元利償還金に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債

費相当額の負担程度を示す指標である実質公債費比率は、前年度の11.9％を0.2ポイント上回る12.1

％となった。なお、18％以上となり地方債の許可団体となるのは、３市町村。 
 

＜性質別歳出と地方税収の推移＞ 
・ 平成９年度をピークとして減少していた地方税収が、平成 16 年度以降、３年連続で増加し、また、

義務的経費が人件費、公債費の減に伴い減少したことにより、地方税収と義務的経費の差は若干拡

大したものの、依然として財政運営に余裕がない状況。 

 

 
 

性質別歳出と地方税収の推移

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

(百万円）

扶助費

公債費

投資的経費

その他の経費

人件費

地方税収

義
務
的
経
費

（単位：百万円）

S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8

1,970,371 2,136,123 2,283,609 2,470,665 2,703,424 2,937,169 3,150,961 3,078,135 3,189,651 3,165,065

義務的経費 734,705 761,079 802,417 849,417 905,518 966,656 1,053,503 1,095,856 1,161,035 1,207,645

人件費 425,962 443,384 473,554 505,052 530,596 551,753 571,345 587,228 611,077 617,745

扶助費 140,604 144,931 150,565 157,382 168,612 189,703 205,870 221,552 238,593 256,273

公債費 168,139 172,764 178,299 186,983 206,310 225,200 276,287 287,076 311,365 333,627

投資的経費 583,801 647,177 663,698 773,535 889,571 995,578 1,053,335 928,867 940,212 878,207

その他の経費 651,866 727,866 817,494 847,713 908,335 974,935 1,044,123 1,053,412 1,088,404 1,079,213

1,209,729 1,316,587 1,382,502 1,462,741 1,546,811 1,631,074 1,639,455 1,564,318 1,630,773 1,655,694

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

3,066,331 3,084,078 3,161,480 3,033,876 3,042,171 3,009,598 3,053,850 2,974,983 2,956,494 2,936,231

義務的経費 1,259,452 1,315,539 1,351,165 1,294,226 1,346,496 1,381,237 1,398,163 1,406,010 1,437,158 1,430,480

人件費 627,288 644,175 641,467 635,377 630,795 617,899 600,630 589,208 584,196 578,940

扶助費 276,588 299,584 323,892 290,778 315,855 343,609 388,683 422,235 440,186 459,138

公債費 355,576 371,780 385,806 368,072 399,846 419,729 408,850 394,567 412,776 392,402

投資的経費 724,082 691,509 653,068 609,431 570,976 523,008 504,631 432,796 408,114 434,535

その他の経費 1,082,797 1,077,030 1,157,247 1,130,218 1,124,699 1,105,352 1,151,056 1,136,176 1,111,223 1,071,215

1,724,713 1,671,119 1,649,103 1,601,504 1,617,684 1,580,821 1,525,950 1,530,337 1,559,331 1,599,482

年　　度

歳 出 合 計

地 方 税

年　　度

歳 出 合 計

地 方 税



- 4 -

２ 主要歳入の状況 
 

 ア 地方税 [１兆５，９９４億８２百万円、構成比５３．０％] 

個人市町村民税は２年連続で増加し、法人市町村民税も企業の業績回復等により増加となり、市

町村民税全体としては、１０．３％の増となった。固定資産税は評価替えの影響で減少したが、地

方税総額は、対前年度比４０１億５１百万円、２．６％の増加。 

・ 個人市町村民税 ６，００４億８９百万円 対前年度比 ５１４億９２百万円、 ９．４％の増加。

１，５７４億２８百万円 対前年度比 １９４億４４百万円、１４．１％の増加。・ 法人市町村民税 

・ 固 定 資 産 税 ６，３１９億３７百万円 対前年度比▲２６０億３５百万円、▲４．０％の減少。

 

 イ 地方譲与税 ［７６３億１２百万円、構成比２．５％］ 

   所得譲与税の増等により、対前年度比２２８億２４百万円、４２．７％の大幅な増加。 

 

ウ 各種交付金 [１，２６８億１７百万円、構成比４．２％] 

地方消費税交付金の増等により、対前年度比６７億８９百万円、５．７％の増加。 

 

 エ 地方交付税 [３７４億５７百万円、構成比１．２％] 

法人市町村民税の増収に伴う基準財政収入額の増等による普通交付税の減等により、対前年度比 

▲１７５億８５百万円、▲３１．９％と６年連続で大幅に減少。 

 

  オ 国庫支出金  [３，１２３億３百万円、構成比１０．３％] 

公共事業に係る国庫支出金が増加した一方、児童扶養手当給付費負担金の減等により、対前年度

比▲８３億３７百万円、▲２．６％の減少。 

 

 カ 県支出金 ［８０５億５７百万円、構成比２．７％］ 

障害者自立支援給付費等負担金の増等により、対前年度比４７億４８百万円、６．３％の増加。 

 

 キ 地方債 ［２，５９９億７３百万円、構成比８．６％］ 

臨時財政対策債の発行額の減等により、対前年度比▲１８７億９６百万円、▲６．７％と３年連

続の減少。 

 

○過去３年間の歳入の推移 

地 方 税

地 方 税

地 方 税

国庫支出金

国庫支出金

国庫支出金

地 方 債

地 方 債

地 方 債

その他の歳入

その他の歳入

その他の歳入

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

16年度

17年度

18年度

各種交付金 地方交付税 県支出金

（百万円）

地方譲与税

     (単位:百万円、％)

地方譲与税
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

16年度 1,530,337 50.3 38,738 1.3 121,064 4.0 71,198 2.3 325,029 10.7 66,258 2.2 314,029 10.3 577,322 19.0 3,043,976

17年度 1,559,331 51.4 53,488 1.8 120,028 4.0 55,041 1.8 320,639 10.6 75,809 2.5 278,768 9.2 572,061 18.8 3,035,167

18年度 1,599,482 53.0 76,312 2.5 126,817 4.2 37,457 1.2 312,303 10.3 80,557 2.7 259,973 8.6 525,799 17.4 3,018,700

地方交付税 国庫支出金 県支出金 地 方 債 その他の歳入 歳入総額区分 地 方 税 各種交付金
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３ 主要歳出の状況 
 

（１）目的別 

 

 ア 総務費 ［２，８３９億７２百万円、構成比９．７％］ 

   選挙経費や統計調査経費の減等により、対前年度比▲３５４億４５百万円、▲１１．１％の減少。 

 

 イ 民生費 ［８，１８０億５０百万円、構成比２７．９％］ 

児童福祉費や生活保護費の増等により、対前年度比２４６億８１百万円、３．１％の増加。 

 

 ウ 衛生費 ［２，７２１億６８百万円、構成比９．３％］ 

保健衛生費の減等により、対前年度比▲１３１億５２百万円、▲４．６％の減少。 

 

 エ 土木費 ［５，８４４億８０百万円、構成比１９．９％］ 

区画整理事業費の増等により、対前年度比１７１億６９百万円、３．０％の増加。 

 

 オ 教育費 ［２，８７５億８０百万円、構成比９．８％］ 

学校施設整備費の減等により、対前年度比▲８８億４１百万円、▲３．０％の減少。 

 

 

 

 ○過去３年間の目的別歳出の推移 

総務費

総務費

総務費

民生費

民生費

民生費

衛生費

衛生費

衛生費

土木費

土木費

土木費

教育費

教育費

教育費

公債費

公債費

公債費

その他

その他

その他

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

16年度

17年度

18年度

（百万円）

     (単位:百万円、％)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

16年度 306,805 10.3 773,246 26.0 284,148 9.6 603,499 20.3 314,650 10.6 396,311 13.3 296,323 10.0 2,974,983

17年度 319,417 10.8 793,369 26.8 285,321 9.7 567,311 19.2 296,422 10.0 414,748 14.0 279,906 9.5 2,956,494

18年度 283,972 9.7 818,050 27.9 272,168 9.3 584,480 19.9 287,580 9.8 394,210 13.4 295,770 10.1 2,936,231

歳出総額区分
総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他
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（２）性質別 

 

 ア 義務的経費 ［１兆４，３０４億８０百万円、構成比４８．７％］ 

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費について、扶助費が引き続き増加したものの、人

件費は減少し、さらに、公債費も減少したことから、全体では対前年度比▲６６億７７百万円、 

▲０．５％の減少となった。 

 

    人件費 ［５，７８９億４０百万円、構成比１９．７％］ 

職員数の減少等により、対前年度比▲５２億５５百万円、▲０．９％と８年連続の減少。 

 

    扶助費 ［４，５９１億３８百万円、構成比１５．６％］ 

児童福祉費、生活保護費の増等により、対前年度比１８９億５２百万円、４．３％の増加。 

 

    公債費 ［３，９２４億２百万円、構成比１３．４％］ 

元利償還額の減等により、対前年度比▲２０３億７４百万円、▲４．９％の減少。 

 

 イ 投資的経費 ［４，３４５億３５百万円、構成比１４．８％］ 

 

    普通建設事業費 ［４，３４４億２２百万円、構成比１４．８％］ 

単独事業費は減となったが、補助事業費は増となり、普通建設事業費全体では、対前年度比 

２６７億５百万円、６．５％の増加。１１年ぶりの増加となったが、ピーク時（平成５年度、

１兆５３０億６２百万円）の約４割の水準。 

 

 ウ その他の経費 ［１兆７１２億１５百万円、構成比３６．５％］ 

繰出金は、老人保健医療及び介護保険の各会計への繰出金の増等により、対前年度比７０億 

６６百万円、３．２％の増加となった。補助費等は、対前年度比▲７９億１６百万円、▲２．８％ 

の減少となった。 

その他の経費全体では、対前年度比▲４００億７百万円、▲３．６％の減少となっている。 

 

 ○過去３年間の性質別歳出の推移 

人件費

人件費

人件費

扶助費

扶助費

扶助費

公債費

公債費

公債費

投資的経費

投資的経費

投資的経費

補助費等

補助費等

補助費等

繰出金

繰出金

繰出金

その他

その他

その他

0 500,000 1,000,000 1,500,000 2,000,000 2,500,000 3,000,000

16年度

17年度

18年度

義務的経費 その他の経費

（百万円）

     (単位:百万円、％)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

(52,099) (1.8) (161,504) (5.4)
16年度 589,208 19.8 422,235 14.2 394,567 13.3 1,406,010 47.3 432,796 14.5 271,228 9.1 233,677 7.9 631,271 21.2 2,974,983
(50,403) (1.7) (168,289) (5.7)

17年度 584,196 19.8 440,186 14.9 412,776 14.0 1,437,158 48.6 408,114 13.8 278,294 9.4 223,683 7.6 609,245 20.6 2,956,494

(60,168) (2.0) (171,050) (5.8)

18年度 578,940 19.7 459,138 15.6 392,402 13.4 1,430,480 48.7 434,535 14.8 270,378 9.2 230,749 7.9 570,088 19.4 2,936,231

歳出総額区   分

義務的経費

（注１）　人件費の（　）書きは、退職金（内数）

（注２）　繰出金の（　）書きは、国民健康保険事業会計（事業勘定）、老人保健医療事業会計及び介護保険事業会計（保険事業勘定）への繰出金（内数）

人件費 扶助費
投資的経費

その他の経費
補助費等 繰出金 その他公債費 計
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４ 主な財政指標・将来の財政負担等 
 

（１）主な財政指標（単純平均） 

 

ア 経常収支比率 ［８７．３％ (前年度８８．１％)］ 
本来、地方税収及び普通交付税として収入される減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた

場合は、９１．８％（前年度９４．０％）。 

 

地方交付税や臨時財政対策債等が減少したが、地方税収が増加し、人件費は減少したことなどか

ら、対前年度比で▲０．８ポイントの減となり、過去最高であった前年度から改善。 

・ ３３市町村中１９市町村が前年度より改善。 

 

○経常収支比率の推移 

     
  

○ 県内市町村の状況 

 

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

過去最高
(H17 88.1%)

（％）

0.0

（単位：％）

相模原市

横浜市

川崎市

横須賀市

平塚市

鎌倉市

藤沢市

小田原市

三
浦
市

秦野市
伊勢原市

厚木市

大
和
市

海
老
名
市

座間市

南足柄市

綾
瀬
市

湯河原町

箱根町

開成町

山北町

松
田
町

大井町

清川村

愛川町

中井町

市町村名 比率 パターン

清川村 74.5

大井町 76.2

愛川町 79.1

中井町 80.5

厚木市 81.1

海老名市 81.3

藤沢市 81.9

綾瀬市 83.0

大磯町 83.2

秦野市 84.1

山北町 84.9

川崎市 85.5

小田原市 85.6

平塚市 85.7

大和市 86.0

寒川町 87.4

伊勢原市 87.9

鎌倉市 88.0

開成町 88.9

真鶴町 89.5

葉山町 90.0

松田町 90.1

二宮町 90.1

茅ヶ崎市 90.3

相模原市 91.3

横浜市 91.4

座間市 92.9

箱根町 93.7

逗子市 94.0

南足柄市 94.0

横須賀市 94.5

湯河原町 95.7

三浦市 98.9

（参　考）平成17年度

全国平均 都　市 90.3

町　村 88.9

全　国 89.5

茅ヶ崎市

逗子市

葉山町

寒
川
町

大磯町

真鶴町

二
宮
町

（単位：％）

年度 比率

S62 71.0

S63 68.8

H元 68.5

H2 67.9

H3 70.0

H4 72.5

H5 76.8

H6 77.5

H7 78.8

H8 79.8

H9 80.6

H10 81.9

H11 82.6

H12 82.1

H13 83.0

H14 86.6

H15 86.7

H16 87.9

H17 88.1

H18 87.3
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イ 公債費負担比率 ［１１．５％ (前年度１１．０％)］ 

 

公債費は減少したものの、一般財源等も減少したことなどから、対前年度比で０．５ポイントの増

となり、過去最高となった。 

・ ３３市町村中２３市町村が前年度より悪化。 

・ １５％を超えるのは４市町村（前年度３市町村）。 

横浜市・川崎市・横須賀市・箱根町 

 

  ○公債費負担比率の推移 

 
 

 

○ 県内市町村の状況 

 

相模原市

横浜市

川崎市

横須賀市

平塚市

鎌倉市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

三
浦
市

秦野市
伊勢原市

厚木市

大
和
市

海
老
名
市

座間市

南足柄市

綾
瀬
市

湯河原町

箱根町

開成町

山北町

松
田
町

大井町 中井町

清川村

愛川町

市町村名 比率 パターン

清川村 2.2
大井町 6.5
葉山町 7.1
愛川町 7.6
松田町 8.4
平塚市 8.9
藤沢市 9.5
山北町 9.5
二宮町 9.6
真鶴町 9.7
綾瀬市 9.8
海老名市 10.0
南足柄市 10.1
中井町 10.2
寒川町 10.4
厚木市 10.5
逗子市 10.6
開成町 10.9
伊勢原市 12.0
秦野市 12.3
大磯町 12.5
鎌倉市 12.6
大和市 13.0
三浦市 13.3
相模原市 13.5
茅ヶ崎市 13.6
座間市 13.6
湯河原町 13.9
小田原市 14.6
横須賀市 15.7
箱根町 15.9
横浜市 19.2
川崎市 22.2

（参　考）平成17年度

全国平均 都　市 16.2

町　村 18.6

全　国 17.6

（単位：％）

二
宮
町

大磯町
逗子市

葉山町

寒
川
町

真鶴町

（単位：％）

年度 比率

S62 8.2

S63 7.6

H元 7.2

H2 6.9

H3 6.9

H4 7.1

H5 7.6

H6 8.0

H7 8.7

H8 9.5

H9 10.2

H10 10.7

H11 10.9

H12 10.9

H13 10.8

H14 11.1

H15 11.3

H16 11.4

H17 11.0

H18 11.5

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

過去最高を更新
(H18 11.5%)

（％）

0.0
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ウ 実質公債費比率 ［１２．１％（前年度１１．９％）］ 

 

公債費や公営企業の元利償還金に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債

費相当額の負担程度を示す指標である実質公債費比率は、１３市町村で悪化した。なお、１８％以

上の市町村は地方債発行の際に許可が必要となる。 

・１８％以上となったのは、横浜市・川崎市・湯河原町の３市町村。 

 

○ 県内市町村の状況 

 
 

エ 起債制限比率 ［８．８％ (前年度 ８．７％)］ 

 

標準的な財政規模に対する公債費の割合を示す指標である起債制限比率は、１３市町村で悪化し

た。なお、実質公債費比率が２５％以上で、かつ起債制限比率が２０％以上の場合、一定の地方債

の発行が制限される。 

  

○ 県内市町村の状況 

 

横浜市

川崎市

海
老
名
市

南足柄市

綾
瀬
市

湯河原町

開成町

松
田
町

大井町

清川村

愛川町

（単位：％）

市町村名 比率 パターン

清川村 3.5
愛川町 6.9

二宮町 7.0
葉山町 7.3

海老名市 7.7
松田町 8.1

大井町 8.7
寒川町 8.7

南足柄市 9.8
真鶴町 9.9

厚木市 10.1
箱根町 10.5

相模原市 10.7
平塚市 10.9
秦野市 11.1

大磯町 11.3
山北町 11.6

茅ヶ崎市 11.7
横須賀市 12.1

伊勢原市 12.5
逗子市 12.5

綾瀬市 13.0
鎌倉市 13.9

開成町 14.1
藤沢市 14.1

三浦市 14.5
大和市 14.9

座間市 14.9
中井町 15.2

小田原市 17.2
湯河原町 18.1

川崎市 21.1
横浜市 26.2

（参　考）平成17年度

全国平均 都　市 15.1
町　村 14.9

全　国 15.0

相模原市

横須賀市

平塚市

鎌倉市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

逗子市

三
浦
市

秦野市
伊勢原市

厚木市

大
和
市

座間市

葉山町

寒
川
町

大磯町

真鶴町

箱根町

山北町

二
宮
町

中井町

相模原市

横浜市

川崎市

横須賀市

平塚市

鎌倉市

藤沢市

小田原市

茅ヶ崎市

逗子市

三
浦
市

秦野市
伊勢原市

厚木市

大
和
市

海
老
名
市

座間市

南足柄市

綾
瀬
市

寒
川
町

湯河原町

箱根町

開成町

山北町

松
田
町

大井町 中井町

清川村

愛川町

市町村名 比率 パターン

清川村 2.1
葉山町 4.6
松田町 4.7
大井町 4.9
二宮町 5.3
愛川町 6.5
平塚市 6.5
藤沢市 7.1
真鶴町 7.2
寒川町 7.2
海老名市 7.5
開成町 7.7
綾瀬市 7.9
山北町 8.1
南足柄市 8.4
厚木市 8.5
大磯町 8.7
秦野市 8.8
逗子市 9.2
大和市 9.4
中井町 9.7
茅ヶ崎市 9.8
鎌倉市 10.2
伊勢原市 10.4
箱根町 10.8
三浦市 11.3
相模原市 11.6
湯河原町 12.0
横須賀市 12.1
座間市 12.7
小田原市 12.7
横浜市 13.5
川崎市 14.1

（参　考）平成17年度

全国平均 都　市 11.1

町　村 10.3

全　国 10.6

（単位：％）

葉山町

大磯町

真鶴町

二
宮
町
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（２）将来の財政負担等 

 

ア 地方債現在高 ［４兆１，６５４億６７百万円 (前年度 ４兆２，５５９億３８百万円)］ 

 

対前年度比で▲９０４億７１百万円、▲２．１％減少し、５年ぶりに減少。 

・ ３３市町村中２２市町村が前年度より減少。 

・ 歳出規模に対する割合（１．４２倍）は前年度（１．４４倍）を下回る。 

 

 

 イ 財政調整基金残高［９６８億５２百万円 (前年度 ８８３億９百万円)］ 

 

対前年度比８５億４３百万円、９．７％の増加。残高はピーク時（平成３年度 １，４５４億 

２４百万円）の７割弱の水準（６６．６％）。 

 

 

  

 

 

（単位：百万円）

年　度 残高

S62 110,592

S63 145,264

H元 133,551

H2 144,463

H3 145,424

H4 137,958

H5 114,414

H6 101,148

H7 104,504

H8 95,031

H9 82,848

H10 61,701

H11 67,568

H12 76,815

H13 83,341

H14 74,071

H15 81,720

H16 85,269

H17 88,309

H18 96,852

（単位：百万円）

年　度
地方債
現在高

うち臨時財政
対策債

歳出規模
に対する
割合(倍)

S62 1,500,034 0.76

S63 1,604,738 0.75

H元 1,696,188 0.74

H2 1,826,641 0.74

H3 2,043,568 0.76

H4 2,348,876 0.80

H5 2,684,499 0.85

H6 3,057,442 0.99

H7 3,463,449 1.09

H8 3,795,703 1.20

H9 3,945,862 1.29

H10 4,084,808 1.32

H11 4,121,424 1.30

H12 4,109,235 1.35

H13 4,107,588 39,846 1.35

H14 4,119,465 129,397 1.37

H15 4,207,205 287,672 1.38

H16 4,225,986 406,561 1.42

H17 4,255,938 493,264 1.44

H18 4,165,467 561,863 1.42

財政調整基金残高の推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18

過去最高(H3 145,424百万円)
（百万円）

H18 (96,852百万円)

地方債現在高の推移

0
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S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 

過去最高
(H17 4,255,938百万円)

（百万円）

臨
時
財
政
対
策
債
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○　市町村別　決算状況

（単位：百万円）

翌年度に 実 質

歳入総額 歳出総額 形式収支 繰り越す 実質収支 単 年 度 単 年 度

べき財源 収 支 収 支

横 浜 市 1,333,800 1,312,067 21,733 13,040 8,693 2,335 2,432

川 崎 市 528,500 521,733 6,767 5,749 1,018 243 ▲ 6

横 須 賀 市 130,600 125,605 4,995 642 4,352 278 ▲ 1,514

相 模 原 市 197,183 190,144 7,039 1,400 5,639 ▲ 1,836 ▲ 4,720

平 塚 市 75,060 72,001 3,059 129 2,930 833 1,334

小 田 原 市 58,172 54,823 3,348 114 3,234 675 676

茅 ヶ 崎 市 55,405 51,799 3,607 279 3,327 737 770

厚 木 市 81,674 76,996 4,677 678 3,999 809 1,516

大 和 市 62,732 60,108 2,624 164 2,460 ▲ 186 ▲ 1,061

鎌 倉 市 55,581 54,087 1,494 77 1,418 ▲ 172 326

藤 沢 市 128,357 119,981 8,377 1,572 6,805 495 2,500

逗 子 市 17,947 17,016 931 147 784 ▲ 140 202

三 浦 市 17,211 16,812 399 53 346 75 77

秦 野 市 42,259 40,498 1,761 124 1,637 165 243

伊 勢 原 市 28,632 27,054 1,579 144 1,434 270 834

海 老 名 市 33,895 31,646 2,249 1,248 1,001 ▲ 190 ▲ 65

座 間 市 31,835 30,789 1,047 167 880 ▲ 187 ▲ 686

南 足 柄 市 15,385 14,414 971 5 967 152 ▲ 68

綾 瀬 市 25,195 23,952 1,243 62 1,181 ▲ 405 ▲ 322

葉 山 町 10,010 9,440 570 21 549 66 26

寒 川 町 15,264 14,352 912 116 797 118 ▲ 149

大 磯 町 8,209 7,891 318 88 231 ▲ 43 72

二 宮 町 7,339 7,001 338 8 330 55 ▲ 115

中 井 町 4,256 3,986 270 - 270 81 10

大 井 町 5,382 5,068 315 - 315 57 ▲ 40

松 田 町 3,957 3,768 189 25 165 7 ▲ 94

山 北 町 4,868 4,618 251 - 251 77 42

開 成 町 4,377 4,227 150 6 144 27 ▲ 33

箱 根 町 8,387 8,340 47 14 33 ▲ 7 ▲ 92

真 鶴 町 3,232 3,085 148 - 148 0 ▲ 27

湯 河 原 町 8,216 8,023 193 2 191 ▲ 67 ▲ 170

愛 川 町 13,628 13,035 594 22 572 ▲ 378 123

清 川 村 2,149 1,875 274 192 83 1 ▲ 29

3,018,700 2,936,231 82,469 26,288 56,182 3,946 1,991

3,035,167 2,956,494 78,673 26,446 52,228 3,893 ▲ 2,491

▲ 16,467 ▲ 20,263 3,796 ▲ 158

   （注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。

 増減 

17年度計

18年度計

町

村

都

市

市町村名

指

定

都

市
中

核

市

特

例

市

 資   料   
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○　市町村別　主な財政指標等
（単位：％、百万円）

経常収支比率 公 債 費 実質公債費 起 債 制 限 地 方 債 財 政 調 整

負 担 比 率 比 率 比 率 現 在 高 基 金 残 高

横 浜 市 91.4 96.8 19.2 26.2 13.5 2,274,680 23,536

川 崎 市 85.5 90.6 22.2 21.1 14.1 869,758 1,911

横 須 賀 市 94.5 99.2 15.7 12.1 12.1 171,220 11,869

相 模 原 市 91.3 95.2 13.5 10.7 11.6 189,139 12,803

平 塚 市 85.7 90.0 8.9 10.9 6.5 49,041 3,978

小 田 原 市 85.6 89.9 14.6 17.2 12.7 56,941 1,175

茅 ヶ 崎 市 90.3 93.0 13.6 11.7 9.8 48,291 5,532

厚 木 市 81.1 84.7 10.5 10.1 8.5 58,909 4,298

大 和 市 86.0 88.7 13.0 14.9 9.4 48,254 3,650

鎌 倉 市 88.0 92.1 12.6 13.9 10.2 50,137 4,165

藤 沢 市 81.9 86.2 9.5 14.1 7.1 89,212 6,883

逗 子 市 94.0 100.1 10.6 12.5 9.2 16,960 675

三 浦 市 98.9 104.8 13.3 14.5 11.3 16,209 734

秦 野 市 84.1 89.3 12.3 11.1 8.8 40,177 408

伊 勢 原 市 87.9 93.2 12.0 12.5 10.4 23,801 769

海 老 名 市 81.3 81.3 10.0 7.7 7.5 22,675 2,254

座 間 市 92.9 99.2 13.6 14.9 12.7 29,164 590

南 足 柄 市 94.0 98.7 10.1 9.8 8.4 12,253 1,265

綾 瀬 市 83.0 87.8 9.8 13.0 7.9 21,353 1,956

葉 山 町 90.0 96.0 7.1 7.3 4.6 5,920 523

寒 川 町 87.4 92.3 10.4 8.7 7.2 12,355 564

大 磯 町 83.2 88.7 12.5 11.3 8.7 8,396 593

二 宮 町 90.1 96.6 9.6 7.0 5.3 6,061 176

中 井 町 80.5 80.5 10.2 15.2 9.7 2,796 576

大 井 町 76.2 76.2 6.5 8.7 4.9 2,666 1,035

松 田 町 90.1 97.2 8.4 8.1 4.7 3,391 273

山 北 町 84.9 90.9 9.5 11.6 8.1 4,188 595

開 成 町 88.9 95.8 10.9 14.1 7.7 3,628 137

箱 根 町 93.7 96.7 15.9 10.5 10.8 10,116 670

真 鶴 町 89.5 97.8 9.7 9.9 7.2 2,893 49

湯 河 原 町 95.7 101.7 13.9 18.1 12.0 8,150 192

愛 川 町 79.1 83.3 7.6 6.9 6.5 6,549 2,006

清 川 村 74.5 74.5 2.2 3.5 2.1 184 1,012

87.3 91.8 11.5 12.1 8.8 4,165,467 96,852

88.1 94.0 11.0 11.9 8.7 4,255,938 88,309

▲ 0.8 ▲ 2.2 0.5 0.2 0.1 ▲ 90,471 8,543

    

　　 　

　 　　

（注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
       また、経常収支比率、公債費負担比率、実質公債費比率及び起債制限比率の計は単純
     平均、増減はポイントとなっています。
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○　市町村別　主な財政指標等
（単位：％、百万円）

経常収支比率 公 債 費 実質公債費 起 債 制 限 地 方 債 財 政 調 整

負 担 比 率 比 率 比 率 現 在 高 基 金 残 高

横 浜 市 91.4 96.8 19.2 26.2 13.5 2,274,680 23,536

川 崎 市 85.5 90.6 22.2 21.1 14.1 869,758 1,911

横 須 賀 市 94.5 99.2 15.7 12.1 12.1 171,220 11,869

相 模 原 市 91.3 95.2 13.5 10.7 11.6 189,139 12,803

平 塚 市 85.7 90.0 8.9 10.9 6.5 49,041 3,978

小 田 原 市 85.6 89.9 14.6 17.2 12.7 56,941 1,175

茅 ヶ 崎 市 90.3 93.0 13.6 11.7 9.8 48,291 5,532

厚 木 市 81.1 84.7 10.5 10.1 8.5 58,909 4,298

大 和 市 86.0 88.7 13.0 14.9 9.4 48,254 3,650

鎌 倉 市 88.0 92.1 12.6 13.9 10.2 50,137 4,165

藤 沢 市 81.9 86.2 9.5 14.1 7.1 89,212 6,883

逗 子 市 94.0 100.1 10.6 12.5 9.2 16,960 675

三 浦 市 98.9 104.8 13.3 14.5 11.3 16,209 734

秦 野 市 84.1 89.3 12.3 11.1 8.8 40,177 408

伊 勢 原 市 87.9 93.2 12.0 12.5 10.4 23,801 769

海 老 名 市 81.3 81.3 10.0 7.7 7.5 22,675 2,254

座 間 市 92.9 99.2 13.6 14.9 12.7 29,164 590

南 足 柄 市 94.0 98.7 10.1 9.8 8.4 12,253 1,265

綾 瀬 市 83.0 87.8 9.8 13.0 7.9 21,353 1,956

葉 山 町 90.0 96.0 7.1 7.3 4.6 5,920 523

寒 川 町 87.4 92.3 10.4 8.7 7.2 12,355 564

大 磯 町 83.2 88.7 12.5 11.3 8.7 8,396 593

二 宮 町 90.1 96.6 9.6 7.0 5.3 6,061 176

中 井 町 80.5 80.5 10.2 15.2 9.7 2,796 576

大 井 町 76.2 76.2 6.5 8.7 4.9 2,666 1,035

松 田 町 90.1 97.2 8.4 8.1 4.7 3,391 273

山 北 町 84.9 90.9 9.5 11.6 8.1 4,188 595

開 成 町 88.9 95.8 10.9 14.1 7.7 3,628 137

箱 根 町 93.7 96.7 15.9 10.5 10.8 10,116 670

真 鶴 町 89.5 97.8 9.7 9.9 7.2 2,893 49

湯 河 原 町 95.7 101.7 13.9 18.1 12.0 8,150 192

愛 川 町 79.1 83.3 7.6 6.9 6.5 6,549 2,006

清 川 村 74.5 74.5 2.2 3.5 2.1 184 1,012

87.3 91.8 11.5 12.1 8.8 4,165,467 96,852

88.1 94.0 11.0 11.9 8.7 4,255,938 88,309

▲ 0.8 ▲ 2.2 0.5 0.2 0.1 ▲ 90,471 8,543

    

　　 　

　 　　

（注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
       また、経常収支比率、公債費負担比率、実質公債費比率及び起債制限比率の計は単純
     平均、増減はポイントとなっています。
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○　歳入の状況

（単位：百万円、％）

平成18年度 平成17年度

構成比 構成比

1,599,482 53.0 1,559,331 51.4 40,151 2.6

76,312 2.5 53,488 1.8 22,824 42.7

52,350 1.7 29,856 1.0 22,494 75.3

126,817 4.2 120,028 4.0 6,789 5.7

82,880 2.7 75,532 2.5 7,348 9.7

48,162 1.6 60,299 2.0 ▲12,136 ▲20.1

37,457 1.2 55,041 1.8 ▲17,585 ▲31.9

312,303 10.3 320,639 10.6 ▲8,337 ▲2.6

80,557 2.7 75,809 2.5 4,748 6.3

45,815 1.5 105,066 3.5 ▲59,251 ▲56.4

259,973 8.6 278,768 9.2 ▲18,796 ▲6.7

81,294 2.7 93,652 3.1 ▲12,358 ▲13.2

16,452 0.5 22,151 0.7 ▲5,699 ▲25.7

1,605 0.1 - - 1,605 皆増

431,822 14.3 406,696 13.4 25,126 6.2

3,018,700 100.0 3,035,167 100.0 ▲16,467 ▲0.5

　　

○　地方税収の状況                                                          

（単位：百万円、％）

平成18年度 平成17年度

構成比 構成比

普通税 1,449,587 90.6 1,403,545 90.0 46,042 3.3

   法定普通税 1,449,563 90.6 1,403,520 90.0 46,044 3.3

市町村民税   757,917 47.4 686,981 44.1 70,936 10.3

個人分    600,489 37.5 548,997 35.2 51,492 9.4

法人分    157,428 9.8 137,985 8.8 19,444 14.1

固定資産税   631,937 39.5 657,972 42.2 ▲26,035 ▲4.0

軽自動車税   5,263 0.3 5,015 0.3 248 4.9

市町村たばこ税 54,344 3.4 52,876 3.4 1,468 2.8

特別土地保有税 102 0.0 676 0.0 ▲574 ▲84.9

法定外普通税 24 0.0 26 0.0 ▲2 ▲5.9

目的税  149,895 9.4 155,786 10.0 ▲5,891 ▲3.8

都市計画税  119,566 7.5 125,595 8.1 ▲6,029 ▲4.8

事業所税 29,240 1.8 29,242 1.9 ▲2 ▲0.0

入湯税 1,089 0.1 950 0.1 139 14.6

旧法による税 -                 -         -                 -         -                 －

地方税合計 1,599,482 100.0 1,559,331 100.0 40,151 2.6

　　

                                                                              

（注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
       また、増減率は、千円単位で算出したものです。

（注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
       また、増減率は、千円単位で算出したものです。

増減額

増減額 増減率

うち所得譲与税

地方税

地方譲与税

各種交付金

区　　　　　分 増減率

区　　　　　分

歳入合計

うち地方消費税交付金

うち臨時財政対策債

県支出金

その他

地方債

繰入金

地方交付税

うち減税補てん債

うち退職手当債

地方特例交付金

国庫支出金
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○　目的別歳出

（単位：百万円、％）

平成18年度 平成17年度

構成比 構成比

13,665 0.5 14,045 0.5 ▲ 380 ▲ 2.7

283,972 9.7 319,417 10.8 ▲ 35,445 ▲ 11.1

818,050 27.9 793,369 26.8 24,681 3.1

272,168 9.3 285,321 9.7 ▲ 13,152 ▲ 4.6

8,275 0.3 8,504 0.3 ▲ 229 ▲ 2.7

14,297 0.5 14,305 0.5 ▲ 8 ▲ 0.1

116,787 4.0 98,555 3.3 18,232 18.5

584,480 19.9 567,311 19.2 17,169 3.0

107,566 3.7 108,747 3.7 ▲ 1,182 ▲ 1.1

287,580 9.8 296,422 10.0 ▲ 8,841 ▲ 3.0

113 0.0 397 0.0 ▲ 283 ▲ 71.5

394,210 13.4 414,748 14.0 ▲ 20,538 ▲ 5.0

35,067 1.2 35,353 1.2 ▲ 286 ▲ 0.8

2,936,231 100.0 2,956,494 100.0 ▲ 20,263 ▲ 0.7

○　性質別歳出

（単位：百万円、％）

平成18年度 平成17年度

構成比 構成比

1,430,480 48.7 1,437,158 48.6 ▲ 6,677 ▲ 0.5

578,940 19.7 584,196 19.8 ▲ 5,255 ▲ 0.9

うち退職金 60,168 2.0 50,403 1.7 9,765 19.4

459,138 15.6 440,186 14.9 18,952 4.3

392,402 13.4 412,776 14.0 ▲ 20,374 ▲ 4.9

434,535 14.8 408,114 13.8 26,421 6.5

434,422 14.8 407,717 13.8 26,705 6.5

うち補助事業費(狭義) 148,453 5.1 126,286 4.3 22,167 17.6

うち単独事業費(狭義) 267,550 9.1 268,064 9.1 ▲ 514 ▲ 0.2

1,071,215 36.5 1,111,223 37.6 ▲ 40,007 ▲ 3.6

338,634 11.5 347,499 11.8 ▲ 8,864 ▲ 2.6

270,378 9.2 278,294 9.4 ▲ 7,916 ▲ 2.8

31,665 1.1 66,326 2.2 ▲ 34,661 ▲ 52.3

230,749 7.9 223,683 7.6 7,066 3.2

171,050 5.8 168,289 5.7 2,761 1.6

2,936,231 100.0 2,956,494 100.0 ▲ 20,263 ▲ 0.7

　　

※

区 分

区 分

（注２）　性質別歳出「うち国民健康保険事業会計等」は、国民健康保険事業会計（事業勘
　　　　定）、老人保健医療事業会計及び介護保険事業会計（保険事業勘定）に対する繰出
　　　　金の内数です。

歳出合計

（注１）　表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
　　　　　また、増減率は、千円単位で算出したものです。

義務的経費

人件費

扶助費

目的別歳出の公債費－性質別歳出の公債費＝公債関係の事務取扱いに要した経費等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（発行手数料等）

うち積立金

うち繰出金

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

そ の 他

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

うち国民健康保険事業会計等

歳 出 合 計

その他の経費

うち物件費

うち補助費等

投資的経費

普通建設事業費

公債費

増減額 増減率

増減額 増減率

   （注） 表示単位未満を四捨五入しているため、計に符合しない場合があります。
　　　　　また、増減率は、千円単位で算出したものです。

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費
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【用語の解説】                                                                  
 

 

 

○普通会計 
各地方自治体の持つ様々な会計を、団体間の比較や時系列比較を可能とするため、全国共通のルールに基づき、

総合的に区分し直した統計上の会計区分。 

 なお、公営事業会計に属する、公営企業会計（水道・交通・病院･下水道等）、収益事業会計（競馬・競輪・競

艇等）、国民健康保険事業会計、老人保健医療事業会計、介護保険事業会計等は、普通会計から除かれる。 

 

○形式収支 
歳入総額－歳出総額 
歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額。その年度内に収入された現金（前年度からの繰越金を含む）と支出

した現金との差額。 

 

○実質収支 
 形式収支（歳入歳出差引額）から、翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた後の純剰余金又は純損失のこと。 
 家計に例えれば、前年からの繰越金と今年の収入から、今年の支出と翌年に支払うこととなる経費を引いた後の、

手元に残ったお金のこと。 

  

○単年度収支 
  当年度の実質収支－前年度の実質収支 
実質収支には過去からの収支の赤字・黒字要素が含まれているので、その影響を除いた当該年度のみの収支であ

り、実質収支の前年度からの増減を示す。 

   家計に例えれば、前年からの繰越し等を除いた、その年のみの収入と支出の差。 

 

○実質単年度収支 
 単年度収支＋財政調整基金積立額－財政調整基金取崩額＋地方債繰上償還額 
 単年度収支から、実質的な赤字・黒字要素を加減したもので、当該年度の実質的な収支を把握するための指標。 
 家計に例えれば、貯金の出し入れや、ローンの繰り上げ返済がなかったものとして計算した、収支を実質的に表

す数字。 

 

○経常収支比率 
  経常的経費充当一般財源等÷経常一般財源等収入額 
 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、人件費、扶助費、
公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたものが占める割合で、財政の弾力性の指標。 

 家計に例えれば、毎月の給料が、食費、光熱費及びローンなど経常的な支払いにどの程度充てられているかを表

すもの。 

 

○公債費負担比率 
  公債費充当一般財源等÷一般財源等収入額 
一般財源（財源の使途が特定されず、どのような経費にでも使用できる財源）の総額に対する、公債費の支出に

必要な一般財源の割合。この率が高いほど、財政運営上の硬直性の高まりを示している。 

家計に例えれば、ローンの支払いに充てられる給料の割合。 

  

○実質公債費比率 
公債費等の負担を測る指標として、従来の起債制限比率について一定の見直し（公営企業の元利償還金への一般

会計からの繰入金の算入等）を行ったもの。 

実質公債費比率が 18％以上の市町村は、起債にあたり許可が必要となる。 

 

○起債制限比率 
公債費による財政負担の度合いを判断する指標の一つで、地方債元利償還金及び公債費に準ずる

債務負担行為に係る支出の合計額(地方交付税措置分を除く。)に充当された一般財源の標準財政規

模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額(普通交付税において算入された公債費を除く。)に対す

る割合で過去３年間の平均値。なお、起債制限比率が 20％以上で実質公債費比率が 25％以上の市町

村については、一定の地方債の発行が制限される。 


